
 

 

 

 

 

 

令和７年度 熊本県介護支援専門員実務研修受講試験 

受験申込案内 
 

※ 本『受験申込案内』をよく読んで、お申込みの手続きをしてください ※ 
 

 

試 験 日 令和７年１０月１２日（日） 

申 込 受 付 期 間 

期 

間 

令和７年６月 ２日（月） から 

令和７年６月３０日（月） まで 
令和７年６月３０日（月）までの消印有効 

注 

意 

※ 上記の申込受付期間外の受験申込書類の受付は、一切

しませんのでご注意ください。 

受験手数料・方法 

手
数
料 

１０,０００円 
（別途、支払手数料が必要となります。） 

方 

法 

試験実施団体（お問合せ先）のホームページより受験申込みに

必要な書類を作成・ダウンロードし、追跡できる郵便物（簡易書

留・レターパック等）で受験申込書類を郵送してください。 

受験申込書類が到着しましたら、手数料の支払い方法をメール

にてご案内します。お支払い確認後、書類審査・受付けとなりま

す。期限までにお支払いが確認できない場合は、お申込みは

無効となります。また、お支払いいただいた受験手数料は、基

本的に返金しませんので、ご注意ください。 

★ 本試験及び実務研修にて取得した個人情報は、運営管理の目的以外には利用いたしません。 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人 保健福祉振興財団 熊本支部 
〒８６２－０９２６ 熊本県熊本市中央区保田窪１－１０－３８ 

[ＴＥＬ] ０９６-２１３-１６００   [FAX] ０９６-２１３-１６０１ 
 ＜対応時間：月曜日～金曜日（祝日除く）  ９時～１７時 ＞ 

 [E-mail] info_keamane@hokenfukushi.or.jp 

[ホームページ] https://hokenfukushi.or.jp 

＜試験実施団体（お問合せ先）＞ 

本『受験申込案内』や受験申込書類等をお手元にご用意の上、お問合せください。 

この受験申込案内は、実務研修の受講終了まで大切に保管してください。 
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介護支援専門員は、介護保険法に位置づけられた職種であり、介護保険の根幹である「ケア

マネジメント」を担う専門職です。 

介護保険法の中では、「要介護者または要支援者（以下、「要介護者等」という。）からの相談

に応じ、要介護者等がその心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう、市区町

村、サービス事業者等との連絡調整等を行う者であって、要介護者等が自立した日常生活を

営むのに必要な援助に関する専門的知識および技術を有するものとして介護支援専門員証

の交付を受けたもの」と定義されています。 

介護支援専門員 とは 
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Ⅰ 受験申込みから資格登録までの日程 Ｐ １ 

 
受験地・受験資格等の確認 

①  熊本県 での受験対象となっていること。 

② 
対象業務に従事した期間が 通算して ５年以上 であり、かつ、従事した日数が  ９００日
以上 であること。 

 
 

受験申込み 

受付期間 令和７年６月２日（月）～６月３０日（月） 
※ 令和７年６月３０日（月）までの消印有効。 

（一財）保健福祉振興財団のホームページより受験申込みに必要な書類を入力・作成またはダウンロードし、追跡可
能な郵便（簡易書留・レターパック等）で受験申込書類を郵送してください。 

 
 

受験手数料の支払い         「受験票」の受取 

送付時期 受験申込書類到着後２週間以内           令和７年９月中旬 

受験申込書類到着後、受験手数料の支払い方法をメールにてご案内します。お支払い確認後、書類審査・受付け
となり、受験資格を満たしていることが確認できた方には令和７年９月中旬までに「受験票」を送付します。 

 
 

試験 

実施日程 令和７年１０月１２日（日） 午前１０時開始 
※ 当日は、午前９時４５分まで に着席してください。 

必ず、「受験票」にて試験会場をご確認の上、お間違えのないようにお越しください。 
試験を延期・中止等する場合は、（一財）保健福祉振興財団のホームページにてお知らせします。 

 
 

≪ 実務経験見込で受験された方 ≫ 
提出期限 令和７年１０月３１日（金） 必着 

受験申込み時に、「様式４ 実務経験証明書（見込による証明）」を添付して受験された方は、受験資格となる実務
経験を満たしたら、速やかに「様式４ 実務経験証明書（確定した証明）」を提出してください。 

 
 

試験結果通知・実務研修受講通知の受取 

送付日 令和７年１１月２５日（火） 発送 
合否に関わらず受験者全員に「試験結果通知」を、また合格者のみに実務研修の「受講案内」を送付します。 

 
 

実務研修の受講 

開催時期 令和８年１月～５月（予定） 研修：１４日間（計８７時間）＋実習：３日間 

介護支援専門員の業務に関する演習等を主体とした実務的な研修です。（Ｐ２８参照） 
 
 

介護支援専門員資格登録および介護支援専門員証交付申請 
介護支援専門員実務研修を修了すると、研修実施団体より「修了証明書」が交付されます。その後、県への介護支
援専門員資格登録および介護支援専門員証交付申請を行うと、５年間有効の「介護支援専門員証」が交付され、
介護支援専門員としての資格が付与されます。 
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Ⅱ 介護支援専門員実務研修受講試験の概要 Ｐ ２～４ 

 

１. 本試験の目的  

介護支援専門員実務研修受講希望者が、介護保険制度、要介護認定等、居宅サービス計画等に

関する必要な専門的知識等を有していることを確認するために実施するもので、介護支援専門員の

高い資質を確保することを目的としています。 

試験の合格者は、介護支援専門員実務研修（Ｐ２８）の受講が可能となり、実務研修を修了後、県の

登録を受けると、介護支援専門員の資格が付与されます。 

試験の合格者には、試験結果通知の送付とあわせて、実務研修の詳細をお知らせする「受講案内」

を送付します。 

 

【介護支援専門員として就業するまでの流れ】 
 

介護支援専門員実務研修受講試験 受験 

 

試験合格 

（実務研修受講決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実務研修 修了証明書交付 

 

介護支援専門員資格登録申請 

介護支援専門員証交付申請 

 

介護支援専門員資格登録 

介護支援専門員証交付（有効期間：５年間） 

 

２. 試験実施団体  

一般財団法人 保健福祉振興財団  熊本支部（以下、「試験実施団体」という。）  

講義および演習 
前 期 

実  習 

講義および演習 
後 期 

実 

務 

研 

修 
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３. 試験日時  

令和７年１０月１２日（日）  午前１０時開始 

※ 午前９時４５分まで に着席してください。 

 

４. 試験会場  

熊本市周辺の大学・大規模会場等を予定しています。 

※ 試験会場は、「受験票」に記載してありますので、ご確認ください。 

 

５. 受験申込み  

（１） 受付期間 

令和７年６月２日（月）～６月３０日（月） 

※ 令和７年６月３０日（月）までの消印有効。 
 

（２） 書類送付先 

一般財団法人 保健福祉振興財団  熊本支部 

介護支援専門員実務研修受講試験 係 

〒８６２-０９２６ 熊本県熊本市中央区保田窪１－１０－３８ 
 

（３） 注意事項 

○ 受験申込書類の到着確認のお問合せは、一切、対応しません。必ず、追跡可能な郵便（簡

易書留・レターパック等）で受験申込書類を郵送してください。 

○ 試験実施団体へ受験申込書類を直接持参されても、紛失防止等のため受付けません。 

○ 受付期間外の消印で到着した受験申込書類は、受理せずにそのまま返送します。 

○ 受験申込書類は、一切お返しいたしませんので、ご了承ください。 

○ 受験申込書類に不備や不明な点がある場合は、直接、受験申込者へご連絡します。 

「様式２ 受験申込書」の［日中の連絡先］に記入された電話番号へご連絡しますので、ご対

応をお願いします。 

また、書類を補正して再提出する場合は、別途、指定の日までに必ず提出してください。期

日までに提出がない場合は、受験の意思がないとみなし受験申込みを取り消しとします。 

○ 受験申込書類に、虚偽もしくは不正等があった場合は、受験申込み・受験および合格取り消

しとします。 

 

６. 受験手数料  

受験手数料は、 １０,０００円 です。（別途、支払手数料が必要となります。） 

 

 

 

 

  

※ 受験申込書類の到着後、「受験手数料のお支払いの案内」メールを送付します。案内に記載されて
いる期限までに指定のコンビニエンスストアよりお支払いください。 

※ お支払い確認後、書類審査・受付けとなります。 
※ 期限までに受験手数料のお支払いが確認できない場合、自動的にお申込みを取り消します。また、
期限を過ぎるとお支払いができない状態となりますので、必ず、期限までにお支払いください。 

※ 当財団から領収書（お客様控え）の発行は、一切対応でき兼ねます。コンビニから発行されるものを
ご利用ください。試験結果通知が届くまでは、お手元に保管してください。 

※ お支払いされた受験手数料は、お申込みを取り消した場合または試験を受けなかった場合等にお
いても、基本的に返金しませんので、あらかじめご了承ください。 
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７. 受験票  

受験手数料のお支払い確認後、書類審査にて受験資格（Ｐ５）を満たしていることが確認できた方

には、令和７年９月中旬まで に試験会場・受験番号等の情報を記載した「受験票」を「様式２ 受験

申込書」の［現住所］に書かれた住所宛てに送付します。 

令和７年９月末までに「受験票」がお手元に届かない場合や紛失された場合等は、試験実施団体ま

でお問合せください。 

※ 「受験票」に掲載している受験番号 は、問い合わせの際に必要となります。 

 

 

 

８. 試験結果通知  

（１） 合格発表日 

令和７年１１月２５日（火） 
 

（２） 試験結果通知の送付 

受験者全員に試験結果通知を郵送し、合否結果をお知らせします。試験結果通知が合格発

表日から７日間経過してもお手元に届かない場合は、試験実施団体までお問合せください。 
 

（３） 掲載および掲示 

試験実施団体のホームページに、発表日の午前１０時以降に掲載します。また、熊本県庁本

館１階のロビーに合格者の受験番号を掲示します。 
 

（４） 試験結果の開示 

お電話での試験結果の照会につきましては、受験者ご本人も含め一切応じません。 

なお、直接、試験実施団体へお越しいただければ開示可能です。その際、事前にお電話での

ご連絡 と 試験結果通知および本人確認できる書類（運転免許証等） をご持参ください。 

なお、開示期間は、令和７年１２月１９日（金）までとします。 
 

（５） 合格の取り消し 

万が一、受験申込書類の記載内容に虚偽もしくは不正の事実があった場合、もしくは、試験中

に不正行為が判明した場合は、合格を取り消します。 

「受験票」は、試験終了後も必要です。試験結果が届くまで大切に保管してください。 
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Ⅲ 受験資格 Ｐ ５～９ 

 

１. 受験資格  

熊本県における受験資格を有する方は、次の 「（１） 受験地」 及び 「（２） 実務経験」 の条件

をいずれも満たす方となります。 

※ 「受験資格（受験地・実務経験）チェックシート」（Ｐ７）を、必ず、ご確認ください。 
 

（１） 受験地 

熊本県で受験できるのは、申込日時点で以下のいずれかに該当する方です。 

① 受験対象となる業務に従事しており、勤務地が熊本県である方。 

② 受験対象となる業務に従事しておらず、住所地（住民票）が熊本県である方。 

 
申込日時点での就業状況 例 勤務地 

住所地 

（住民票） 
受験地 

① 
受験対象となる業務に従事している 

ａ 
熊 本 県 

熊本県 熊本県 

b 他 県 熊本県 

c 
他 県 

熊 本 県 他 県 

ｄ 他 県 他 県 

※ 注意：受験対象となる業務に従事していても、勤務地が熊本県でない方は、勤務地のある都道府県で受験

してください。 

② 

受験対象となる業務に従事していない 

（無職の方を含む） 

ｅ  熊 本 県 熊 本 県 

ｆ  他 県 他 県 

※ 注意：受験対象となる業務に従事しておらず、住所地（住民票）が熊本県でない方は、住所地（住民票）の

ある都道府県で受験してください。 

 

（２） 実務経験 

下記の業務に従事した期間が 通算して５年以上 であり、かつ、当該業務に従事した日数

が ９００日以上 ある方。 

対象業務 対象となる資格 

【別表Ａ】に定める 

法定資格に基づく業務 

（Ｐ３５～３６参照） 

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学

療法士、作業療法士、歯科衛生士、視能訓練士、言語聴覚士、栄養士

（管理栄養士を含む）、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔

道整復師、義肢装具士、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士 
 

対象業務 対象となる施設および事業 対象となる職種 

【別表Ｂ】に定める 

施設等において必置とされ

ている相談援助業務 

（Ｐ３７～３８参照） 

特定施設入居者生活介護 

生活相談員 

介護予防特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

介護老人福祉施設 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

介護老人保健施設 支援相談員 

計画相談支援 
相談支援専門員 

障害児相談支援 

生活困窮者自立相談支援事業 主任相談支援員 
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２. 受験区分  

下記の受験区分に合わせ、お申込みください。 
 

区
分 

初受験 再受験 

受験区分１ 受験区分２ 受験区分３ 受験区分４ 

実
務
経
験
と
し
て
証
明
す
る
業
務
等 

【別表Ａ】 

法定資格に基づく業務 

（Ｐ３５～３６参照） 

【別表Ｂ】 

相談援助業務 

（Ｐ３７～３８参照） 

【別表Ａ】 

法定資格に基づく業務 

（Ｐ３５～３６参照） 

および 

【別表Ｂ】 

相談援助業務 

（Ｐ３７～３８参照） 

平成３０年度以降

に熊本県で 

本試験を受験した

ことがある方 

必
要
な
従
事
期
間
・従
事
日
数 

 

 

 

 

 

「様式４ 実務経験証明書」の提出が必要 
「様式４ 実務経験

証明書」 

の提出は不要 
※ 【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）については、当該資格の

登録日以降で実際に従事した期間・日数 を算入することができます。 

※ 【別表Ｂ】相談援助業務（Ｐ３７～３８）に従事した期間は、実際に従事し

た期間・日数 を算入することができます。 

※ 従事期間の終了日の最長は、試験日前日（令和７年１０月１１日（土））

までです。 

 

  

【別表Ａ】＋【別表Ｂ】 

の業務に従事した期間が 

通算して ５年以上 

【別表Ａ】＋【別表Ｂ】 

の業務に従事した日数が 

９００日以上 
つ 
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受験資格（受験地・実務経験）チェックシート 

 
 

 

 

 

  

【別表Ａ】 法定資格に基づく業務 に 
・従事した期間が通算して５年以上  

かつ 
・従事した日数が９００日以上  
※ 当該資格の登録日以降を算入。 
※ 試験日前日までに満たす者、または満た

すと見込む者。 

ＮＯ 

 ＹＥＳ  ＹＥＳ 

 ＹＥＳ 

【別表Ｂ】 相談援助業務 に 
・従事した期間が通算して５年以上  

かつ 
・従事した日数が９００日以上  
※ 試験日前日までに満たす者、または満た

すと見込む者。 

 ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

【受験区分】 
２ 
 

【受験区分】 
３ 
 

住所地（住民票）が熊本県である 

他 

県 

で 

受 

験 

ＮＯ 

受 

験 

資 

格 

な 

し 

 

ＮＯ ＮＯ 【受験区分】 
４ 
 

平成３０年度以降に熊本県で本試験を受験したことがある 

 ＹＥＳ 

【別表Ａ】 
法定資格に基づく業務に 

従事している または 従事していた 

【別表Ｂ】 

相談援助業務に 

従事している または 従事していた 

ＮＯ 

 ＹＥＳ 

 ＹＥＳ 

 ＹＥＳ 

 ＹＥＳ 

熊 本 県 で 受 験 

ＮＯ 

【受験区分】 
１ 
 

ＮＯ 

【別表Ｂ】 
相談援助業務に 

従事している または 従事していた 

【別表Ａ】 法定資格に基づく業務 
および 

【別表Ｂ】 相談援助業務 に 
・従事した期間が通算して５年以上  

かつ 
・従事した日数が９００日以上  
※ 当該資格の登録日以降を算入。 
※ 試験日前日までに満たす者、または

満たすと見込む者。 

 ＹＥＳ ＮＯ 

受験申込み時点で受験対象となる業務に従事している 

勤務地が熊本県である 
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３. 従事期間および従事日数の算定方法等  

従事期間および従事日数（以下、「従事期間等」という）が受験資格となる実務経験を満たしている

かの判断については、従事した法人等団体の証明権限を有する方が作成した「様式４ 実務経験証

明書」の内容に基づき判断します。 

【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）については、「登録（免許）証」に記載された登録日以

降が従事期間等 となります。 

受験申込者は、本『受験申込案内』の「記入要領」（Ｐ４０～４８）を必ず熟読の上、お申込みくださ

い。 
 

（１） 従事期間等の算定に関する留意事項 

○ 従事期間等に該当する業務 について 

受験申込者の主な業務として、要援護者に対する対人の直接的な援助（【別表Ａ】法定資格

に基づく業務（Ｐ３５～３６）および【別表Ｂ】相談援助業務（Ｐ３７～３８）に該当する業務）が明

確に位置づけられている場合に限ります。当該資格等を有しながら、要援護者に対する対人

の直接的な援助ではない研究業務・教育業務・営業や事務業務等を行っているような期間は、

従事期間等には含まれません。 
 

○ 従事期間 とは 

雇用期間ではなく、該当する業務に従事した期間 となります。 

ただし、病気休暇・育児休暇・介護休暇等の休職期間は、算入できません。なお、休日や有給

休暇・産前産後休暇は、算入することができます。 
 

○ 従事日数 とは 

従事期間内において、該当する業務に従事した日数 となります。 

ただし、休日や有給休暇・産前産後休暇・病気休暇・育児休暇・介護休暇等の休職期間およ

び出張や研修等で該当する業務に従事しなかった日は、算入できません。 

１日の勤務時間が短時間でも、１日勤務したものとして算入できます。 

なお、複数事業所または複数職種を兼務している場合、同日の勤務を重複計上することはで

きません。 
 

○ 従事期間等に算入可能な日にち について 

試験日前日（令和７年１０月１１日（土））までに実務経験を満たしていることが必要です。 

※ お申込み時点で実務経験を満たさない場合は、実務経験を満たすまでの従事期間を

記入した「様式４ 実務経験証明書（見込による証明）」をご提出ください。また、実務経

験を満たした時点で、速やかに「様式４ 実務経験証明書（確定した証明）」をご提出く

ださい。 

※ １ヶ所の施設・事業所で実務経験を満たさない場合でも、従事されたすべての施設・事

業所（複数）での経験を通算することができます。 
 

【注意】 

 「様式４ 実務経験証明書（確定による証明）」を提出される場合、従事期間の終了日は、必ず、証

明日より前の日付としてください。従事期間の終了日が証明日を超えて記入されている場合は、「様

式４ 実務経験証明書（見込による証明）」となり、再度、「様式４ 実務経験証明書（確定による証明）」

の提出が必要となりますので、ご注意ください。  
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４. 受験者の留意点  

以下の事項に該当する方につきましては、本試験に合格後、介護支援専門員実務研修を修了され

ても、介護保険法（平成９年法律第１２３号（以下、「法」という））第６９条の２に定める登録を受けること

ができません。 
 

一. 心身の故障により介護支援専門員の業務を適正に行うことができない者として厚生労働省令で

定めるもの 

二. 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

三. この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定により罰

金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

四. 登録の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者 

五. 第六十九条の三十八第三項の規定による禁止の処分を受け、その禁止の期間中に第六十九条

の六第一号の規定によりその登録が消除され、まだその期間が経過しない者 

六. 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分を受け、その処分の日から起算して五年を

経過しない者 

七. 第六十九条の三十九の規定による登録の消除の処分に係る行政手続法（平成五年法律第八十

八号）第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定

する日までの間に登録の消除の申請をした者（登録の消除の申請について相当の理由がある者

を除く。）であって、当該登録が消除された日から起算して五年を経過しないもの 
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Ⅳ 試験の実施方法 Ｐ １０～２２ 

 

１. 試験当日の注意事項  

（１） 持参物 

① 受験票 

試験当日、忘れた場合は試験室への入室前に試験本部（Ｐ１１）にて再交付を受けてくださ

い。 

② 筆記用具（鉛筆もしくはシャープペンシル等および消しゴム） 

③ 時計 

試験時間を確認できるように、必ず、各自持参をお願いします。 

ただし、試験中は時計機能があるもののみの使用に限ります。携帯電話およびスマートフォン、

スマートウォッチ（以下、「携帯電話等」という。）、時計以外の機能がある機器は使用できませ

ん。 

④ 不織布マスク ※任意※ 

 

（２） 試験会場 における注意事項 

① 指定された試験会場以外での受験は、一切できません。 

② 試験当日は、混雑が予想されます。時間に余裕をもってお越しください。 

③ 試験会場に駐車場はありません。必ず、公共の交通機関をご利用ください。 

④ 試験室以外は、みだりに立ち入らないでください。また、試験会場内の器具や備品等には触れ
ないでください。 

⑤ 試験会場内での、撮影・録音は一切禁止とします。 

⑥ 試験会場内は、禁煙 とします。 

⑦ 試験会場内に設置されたごみ箱は、使用禁止です。ごみは、各自でお持ち帰りください。 

⑧ 試験会場へのお問合せは、お控えください。また、試験会場では下見等の対応も一切できませ
ん。試験会場に関するご質問等は、必ず、試験実施団体へお問合せください。 

⑨ 試験会場内では、試験監督員および係員の指示事項を順守してください。 
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（３） 試験室 における注意事項 

① 試験当日、試験室には午前９時から入室できます。「受験票」をお持ちでない方は、入室できま
せん。 

② 試験室名は「受験票」に掲載しておりますので、ご確認の上、試験室までお越しください。また、
試験室の入り口に座席表を掲示します。座席表には、受験者の受験番号と座席位置を掲載し

ますので、必ず、ご自身の受験番号があることをご確認の上で入室してください。 

③ 必ず、午前９時４５分までに試験室に入室し、ご自身の席に着席してください。 

④ 着席後は、机上の番号札の横に「受験票」を置き、受験番号が分かるようにしてください。 

⑤ 試験は、午前１０時開始です。 

⑥ 試験開始後、３０分（午前１０時３０分）までは入室を許可します。それ以降の遅刻者の入室・受
験は一切認めません。 

⑦ 試験開始後、３５分（午前１０時３５分）を経過したら、退室可能とします。なお、終了前の１０分間
（午前１１時５０分以降）は、退室を認めません。 

⑧ 試験室内で携帯電話等の通信機器の使用は、一切禁止します。 

携帯電話等の通信機器は、必ず、電源を切り、鞄等にしまってください。 

なお、試験中に携帯電話等の使用を発見した場合は、不正行為を行ったものとみなし、即刻、

退室を命じるとともに受験対象から除外します。 

⑨ 身体の不調や試験問題冊子等にページの落丁・乱丁および印刷の不鮮明、汚れ等がある場合
等、試験中に何かあった場合は着席のまま手を挙げ、試験監督員に申し出てください。 

⑩ 受験に際し、不正行為を行った者および試験室内の秩序を乱す者については、退室を命じると
ともに受験対象から除外します。 

 

（４） その他の注意事項 

① 試験問題の内容に関する質問は、一切受け付けません。 

② 受験後、試験問題は原則として持ち帰ることができます。 

③ 感染症（インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症 等）に罹患し、治癒していない場合あるい

は感染が疑われる場合は、受験をご遠慮ください。医師に感染の恐れがないと認められた場合

は、受験を認めます。 

④ 感染症以外にも体調がすぐれない場合等は、受験をご遠慮ください。 

⑤ 会場へ入る前に、マスク着用・手指消毒にご協力をお願いします。 

⑥ 試験当日、台風等の自然災害や感染症の拡大等が予想される場合、試験実施の可否につい
て、試験実施団体のホームページにてお知らせします。 

⑦ 「受験票」および本『受験申込案内』は、試験終了後も大切に保管してください。 

 

 

（５） 試験本部 

試験当日は、試験会場内に試験本部を設置し、緊急時等の対応を行います。一般的な質問・相談

等の対応は行いません。 

試験本部の場所および試験当日の緊急連絡先は、「受験票」にてお知らせします。試験当日は、

緊急連絡先にお問合せください。 
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２. 試験方法  

（１） 出題方法 

五肢複択方式 

 

（２） 出題数 

区     分 出題数 

介護支援分野 

介護保険制度の基礎知識 

要介護認定等の基礎知識 

居宅・施設サービス計画の基礎知識等 

２５問 

保健医療福祉 
サービス分野 

保健医療サービスの知識等 ２０問 

福祉サービスの知識等 １５問 

合     計 ６０問 

 

（３） 試験時間 

区     分 試験時間 

一般受験者 午前 １０時 ～ 午後 ０時 １２０分 

点字受験者 午前 １０時 ～ 午後 １時 １８０分 
（一般受験者の１．５倍） 

弱視等受験者 午前 １０時 ～ 午後 ０時３６分 １５６分 
（一般受験者の１．３倍） 

 
※ 身体障がい者等に対する受験特別措置については、「Ⅴ 身体障がい者等に対する受験

特別措置」（Ｐ２３～２４）をご確認ください。 
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３. 試験問題出題範囲  

 
介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

一 この法律その他

関係法令に関

する科目 

1．基本視点 １．介護保険制度導

入の背景 

1 高齢化の進展と高齢

者を取り巻く状況の変

化 

1 長寿・高齢化の進展 

2 高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加 

3 介護の長期化・重度化 

4 家族の介護機能の低下 

5 個人の人生にとっての介護問題 

6 家族にとっての介護問題 

7 社会にとっての介護問題 

2 従来の制度の問題点 1 老人福祉制度 

2 老人医療制度 

3 制度間の不整合 

3 社会保険方式の意義 1 我が国の社会保障制度のあり方 

2 給付と負担の関係の明確性 

3 利用者の選択の尊重 

4 介護保険制度創設の

ねらい 

1 介護という新たな課題への対応 

2 効率的、公平な制度の創設 

3 サービス利用者の立場に立った制度体系 

4 民間活力の活用 

5 高齢者の被保険者としての位置づけ 

2．介護保険と介護

支援サービス 
― ― 

2．介護保険制度論 １．介護保険制度論 1 介護保険制度の目的

等 

1 社会保障、社会保険、介護保険の体系 

2 医療保障の体系 

3 高齢者の保健・医療・福祉の体系 

4 介護保険制度の目的 

5 保険事故と保険給付の基本的理念 

6 国民の努力および義務 

2 保険者及び国、都道

府県の責務等 

1 保険者 

2 保険者の事務 

3 介護保険の会計 

4 条例 

5 国の責務、事務 

6 都道府県の責務、事務 

7 医療保険者および年金保険者の事務 

8 審議会 

3 被保険者 1 被保険者の概念 

2 強制適用 

3 被保険者の資格要件 

4 住所認定の基準 

5 適用除外 

6 資格取得の時期 

7 資格喪失の時期 

8 届出 

9 住所地特例 

10 被保険者証 

4 保険給付の手続・種

類・内容 

1 要介護認定および要支援認定 

2 要介護認定等の手続 

3 介護認定審査会 

4 保険給付通則 

5 保険給付の種類 

6 保険給付の内容 

7 介護報酬 

8 支給限度額 

9 現物給付 

10 審査・支払い 

11 利用者負担 

12 保険給付の制限 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

   5 事業者及び施設 

(人員、施設及び設備

並びに運営に関する

基準を含む。) 

1 指定居宅サービス事業者 

2 指定居宅介護支援事業者 

3 介護支援専門員 

4 指定介護予防サービス事業者 

5 指定介護予防支援事業者 

6 指定地域密着型サービス事業者 

7 指定地域密着型介護予防サービス事業者 

8 基準該当サービスの事業者 

9 離島等における相当サービスの事業者 

10 介護保険施設 

6 介護保険事業計画 1 基本指針 

2 老人保健福祉計画、医療計画との関係 

3 市町村介護保険事業計画 

4 都道府県介護保険事業支援計画 

7 保険財政 1 財政構造 

2 事務費 

3 その他の補助 

4 第 1 号被保険者に係る保険料 

5 介護給付費交付金および介護給付費納付金 

6 第 2 号被保険者に係る保険料 

7 支払基金の業務 

8 財政安定化基金等 1 財政安定化基金事業 

2 市町村相互財政安定化事業 

9 地域支援事業 1 介護予防・日常生活支援総合事業等 

2 包括的支援事業 

3 その他の事業 

4 財源構成 

1０ 介護サービス情報の

公表 

1 介護サービス情報の公表の内容 

2 指定調査機関 

3 指定情報公表センター 

11 国民健康保険団体

連合会の介護保険

事業関係業務 

1 審査・支払い 

2 給付費審査委員会 

3 苦情処理等の業務 

4 第三者行為求償事務 

5 その他の業務 

12 審査請求 1 概説 

2 審査請求ができる事項 

3 介護保険審査会 

4 委員 

5 審理裁決を扱う合議体 

6 専門調査員 

7 訴訟との関係 

13 雑則 1 報告の徴収等 

2 先取特権の順位 

3 時効等 

4 資料の提供等 

14 検討規定(附則) ― 

  



 

- 15 - 

介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

二 居宅サービス計

画、施設サービ

ス計画及び介

護予防サービス

計画に関する

科目 

3．ケアマネジメント

機能論 

1．ケアマネジメント

機能論 

1 介護保険制度におけ

るケアマネジメント 

1 介護保険におけるケアマネジメントの定義と必要性 

2 介護保険におけるケアマネジメント機能の位置づけ 

3 介護保険でのサービス利用手続きの全体構造と介護

支援サービス 

2 ケアマネジメントの基

本的理念、意義等 

1 要介護者等とその世帯の主体性尊重の仕組み 

2 自立支援、多様な生活を支えるサービスの視点 

3 家族(介護者)への支援の必要性 

4 保健・医療・福祉サービスを統合したサービス調整の視

点 

 5 サービスの展開におけるチームアプローチの視点 

6 適切なサービス利用（（効果性、効率性)の視点 

7 保健・医療・福祉サービス(保険給付サービス等)とイン

フォーマルサポートを統合する社会資源調整の視点 

3 介護支援専門員の基

本姿勢 
― 

4 介護支援専門員の役

割・機能 

1 利用者本位の徹底 

2 チームアプローチの実施―総合的判断と協働 

3 居宅サービス計画に基づくサービス実施状況のモニタ

リングと計画の修正 

4 サービス実施体制におけるマネジメントの情報提供と

秘密保持 

5 信頼関係の構築 

6 社会資源の開発 

5 ケアマネジメントの記

録 
― 

2．介護支援サービ

ス方法論 

1 居宅介護支援サービ

スの開始過程 
― 

2 居宅サービス計画作

成のための課題分析 
― 

3 居宅サービス計画作

成指針 
― 

4 モニタリングおよび居

宅サービス計画での

再課題分析 
― 

3．介護予防支援サ

ービス方法論 

1 介護予防支援サービ

スの開始過程 
― 

2 介護予防サービス計

画作成のための課題

分析 
― 

3 介護予防サービス計

画作成指針 
― 

4 モニタリングおよび介

護予防サービス計画で

の再課題分析 
― 

4．施設介護支援サ

ービス方法論 

1 施設介護支援サービ

スの開始過程 
― 

2 施設サービス計画作

成のための課題分析 
― 

3 施設サービス計画作

成指針 
― 

4 モニタリングおよび施

設サービス計画での再

課題分析 
― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

三 介護給付等対象

サービスその他

の保健医療サ

ービス及び福祉

サービスに関す

る科目 

4．高齢者支援展開

論(高齢者介護総

論) 

1．総論Ⅰ 医学編 1 高齢者の身体的・精神

的な特徴と高齢期に

多い疾病および障害 

1 高齢者の身体的・精神的・心理的特徴 

2 高齢者に起こりやすい疾病および障害の特徴 

3 高齢者に多くみられる各種の疾患 

2 バイタルサインの正確

な観察・測定、解釈・

分析 

1 全身の観察とバイタルサイン 

2 バイタルサインの正しい観察・測定方法とポイント 

3 検査の意義およびそ

の結果の把握、患者指

導 

1 検査値の変動について 

2 検査各論 

4 介護技術の展開 1 身体介護と家事援助の関連 

2 食事の介護 

3 排泄および失禁の介護 

4 褥瘡への対応 

5 睡眠の介護 

6 清潔の介護 

7 口腔のケア 

5 ケアにおけるリハビリテ

ーション 

1 リハビリテーションの考え方 

2 リハビリテーションの基礎知識 

3 リハビリテーションの実際(訓練と援助の実際) 

6 認知症高齢者の介護 1 老人性認知症の特徴、病態 

2 認知症高齢者・家族への援助と介護支援サービス 

7 精神に障害のある場

合の介護 

1 高齢者の精神障害 

2 精神に障害のある高齢者の介護 

8 医学的診断・治療内

容・予後の理解 

1 医学的診断の理解 

2 治療内容の理解 

3 予後の理解 

9 現状の医学的問題、

起こりうる合併症、医

師、歯科医師への連

絡・情報交換 

1 現状の医学的問題のとらえ方 

2 起こりうる合併症の理解 

3 医師、歯科医師への連絡・情報交換 

10 栄養・食生活からの

支援・介護 

1 人間らしい栄養・食生活とは 

2 栄養・食生活からの介護の手順 

3 望ましい栄養・食生活をめざして提示されている食生

活指針等 

11 呼吸管理、その他の

在宅医療管理 

1 呼吸管理の考え方 

2 その他の在宅医療管理 

12 感染症の予防 1 感染症の種類と特徴 

2 起こりやすい感染症の予防と看護・介護 

13 医療器具を装着して

いる場合の留意点 

1 在宅酸素療法(HOT) 

2 気管内挿管 

3 人工呼吸器 

4 腹膜透析 

5 在宅中心静脈栄養法 

6 内視鏡的胃瘻増設術(PEG) 

7 ペースメーカー 

14 急変時の対応 1 高齢者救急疾患の病態上の特徴 

2 主な急変時の対応 

3 在宅看護・介護で遭遇しやすい急変 

15 健康増進・疾病障害

の予防 

1 基本理念 

2 生活習慣病の予防 

3 がん 

4 循環器疾患 

5 糖尿病 

6 骨粗しょう症 

7 21 世紀における国民健康づくり運動(健康日本 21) 

2．総論Ⅱ 福祉編 1 基礎相談・面接技術 1 基本姿勢 

2 コミュニケーションの知識と技術 

3 インテークワーク技術 

4 隠されたニーズの発見 

2 ソーシャルワークとケア

マネジメント(介護支援

サービス) 

― 

3 ソーシャルワーク(社会

福祉専門援助技術)の

概要 

1 個別援助技術(ソーシャルケースワーク) 

2 集団援助技術(ソーシャルグループワーク) 

3 地域援助技術(コミュニティワーク) 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

   4 接近困難事例への対

応 

1 援助困難事例への対応 

2 接近困難事例と問題状況の分類 

3 接近困難事例の理解とアプローチ 

3．総論Ⅲ 臨死編 1 チームアプローチの必

要性および各職種の

役割 

― 

2 高齢者のターミナルケ

アの実際、家族へのケ

ア 

1 事例の概要 

2 在宅での看取りの成立条件 

3 在宅ホスピスにおける症状緩和 

4 死の教育 

5 在宅ホスピスと QOL 

3 死亡診断 1 死亡に医師が立ち会っているとき 

2 医師が立ち会っていないとき 

3 精神面からみたターミナルケア 

5．高齢者支援展開

論(居宅サービス

事業各論) 

1．訪問介護方法論 1 訪問介護の意義・目的 ― 

2 訪問介護サービス利

用者の特性 
― 

3 訪問介護の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと訪

問介護 
― 

2．訪問入浴介護方

法論 

1 訪問入浴介護の意義・

目的 
― 

2 訪問入浴介護利用者

の特性 
― 

3 訪問入浴介護の内容・

特徴 
― 

4 介護支援サービスと訪

問入浴介護 
― 

3．訪問看護方法論 1 訪問看護の意義・目的 ― 

2 訪問看護サービス利

用者の特性 
― 

3 訪問看護の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと訪

問看護 
― 

4．訪問リハビリテー

ション方法論 

1 訪問リハビリテーション

の意義・目的 
― 

2 訪問リハビリテーション

サービス利用者の特

性 

― 

3 訪問リハビリテーション

の内容・特徴 
― 

4 介護支援サービスと訪

問リハビリテーション 
― 

5．居宅療養管理指

導方法論 

1 医学的管理サービス

の意義・目的 
― 

2 医学的管理サービス

利用者の特性 
― 

3 介護支援サービスと医

学的管理サービス 
― 

4 口腔管理―歯科衛生

指導の意義・目的 
― 

5 口腔管理―歯科衛生

指導利用者の特性 
― 

6 介護支援サービスと口

腔管理―歯科衛生指

導 

― 

7 薬剤管理指導の意義・

目的 
― 

8 薬剤管理指導利用者

の特性 
― 

9 介護支援サービスと薬

剤管理指導 
― 

6．通所介護方法論 1 通所介護の意義・目的 ― 

2 通所介護サービス利

用者の特性 
― 

3 通所介護の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと通

所介護 
― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

  7．通所リハビリテー

ション方法論 

1 通所リハビリテーション

の意義・目的 
― 

2 通所リハビリテーション

サービス利用者の特

性 

― 

3 通所リハビリテーション

の内容・特徴 
― 

4 介護支援サービスと通

所リハビリテーション 
― 

8．短期入所生活介

護方法論 

1 短期入所生活介護の

意義・目的 
― 

2 短期入所生活介護サ

ービス利用者の特性 
― 

3 短期入所生活介護の

内容・特徴 
― 

4 介護支援サービスと短

期入所生活介護 
― 

9．短期入所療養介

護方法論 

1 短期入所療養介護の

意義・目的 
― 

2 短期入所療養介護サ

ービス利用者の特性 
― 

3 短期入所療養介護の

内容・特徴 
― 

4 介護支援サービスと短

期入所療養介護 
― 

10．特定施設入居者

生活介護方法

論 

1 特定施設入居者生活

介護の意義・目的 
― 

2 特定施設入居者生活

介護サービス利用者

の特性 

― 

3 特定施設入居者生活

介護の内容・特徴 
― 

4 介護支援サービスと特

定施設入居者生活介

護 

― 

11．福祉用具及び住

宅改修方法論 

1 福祉用具の意義・目的 ― 

2 福祉用具利用者の特

性および福祉用具の

機能、使用法 

― 

3 福祉用具の内容・特徴 ― 

4 介護支援サービスと福

祉用具 
― 

5 住宅改修の意義・目的 ― 

6 住宅改修利用者の特

性および住宅改修の

機能、使用法 

― 

7 住宅改修の内容・特徴 ― 

8 介護支援サービスと住

宅改修 
― 

6．高齢者支援展開

論(地域密着型サ

ービス事業各論) 

1．定期巡回・随時対

応型訪問介護看

護方法論 

1 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の意

義・目的 

― 

2 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の利用

者の特性 

― 

3 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の内

容・特徴 

― 

2．夜間対応型訪問

介護方法論 

1 夜間対応型訪問介護

の意義・目的 
― 

2 夜間対応型訪問介護

の利用者の特性 
― 

3 夜間対応型訪問介護

の内容・特徴 
― 

3. 地域密着型通所

介護方法論 

1 地域密着型通所介護

の意義・目的 
― 

2 地域密着型通所介護

の利用者の特性 
― 

3 地域密着型通所介護

の内容・特徴 
― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

  4．認知症対応型通

所介護方法論 

1 認知症対応型通所介

護の意義・目的 
― 

2 認知症対応型通所介

護の利用者の特性 
― 

3 認知症対応型通所介

護の内容・特徴 
― 

5．小規模多機能型

居宅介護方法論 

1 小規模多機能型居宅

介護の意義・目的 
― 

2 小規模多機能型居宅

介護の利用者の特性 
― 

3 小規模多機能型居宅

介護の内容・特徴 
― 

6．認知症対応型共

同生活介護方法

論 

1 認知症対応型共同生

活介護の意義・目的 
― 

2 認知症対応型共同生

活介護の利用者の特

性 

― 

3 認知症対応型共同生

活介護の内容・特徴 
― 

7．地域密着型特定

施設入居者生活

介護方法論 

1 地域密着型特定施設

入居者生活介護の意

義・目的 

― 

2 地域密着型特定施設

入居者生活介護の利

用者の特性 

― 

3 地域密着型特定施設

入居者生活介護の内

容・特徴 

― 

8．地域密着型介護

老人福祉施設入

所者生活介護方

法論 

1 地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護の意義・目的 

― 

2 地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護の利用者の特性 

― 

3 地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護の内容・特徴 

― 

9．複合型サービス

方法論 

1 複合型サービスの意

義・目的 
― 

2 複合型サービスの利

用者の特性 
― 

3 複合型サービスの内

容・特徴 
― 

7．高齢者支援展開

論(介護予防サー

ビス事業各論) 

1．介護予防訪問入

浴介護方法論 

1 介護予防訪問入浴介

護の意義・目的 
― 

2 介護予防訪問入浴介

護利用者の特性 
― 

3 介護予防訪問入浴介

護の内容・特徴 
― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防訪問入浴

介護 

― 

2．介護予防訪問看

護方法論 

1 介護予防訪問看護の

意義・目的 
― 

2 介護予防訪問看護サ

ービス利用者の特性 
― 

3 介護予防訪問看護の

内容・特徴 
― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防訪問看護 
― 

3．介護予防訪問リ

ハビリテーション

方法論 

1 介護予防訪問リハビリ

テーションの意義・目

的 

― 

2 介護予防訪問リハビリ

テーションサービス利

用者の特性 

― 

3 介護予防訪問リハビリ

テーションの内容・特

徴 

― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防訪問リハ

ビリテーション 

― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

  4．介護予防居宅療

養管理指導方法

論 

1 医学的管理サービス

の意義・目的 
― 

2 医学的管理サービス

利用者の特性 
― 

3 介護予防支援サービ

スと医学的管理サービ

ス 

― 

4 口腔管理―歯科衛生

指導の意義・目的 
― 

5 口腔管理―歯科衛生

指導利用者の特性 
― 

6 介護予防支援サービ

スと口腔管理―歯科衛

生指導 

― 

7 薬剤管理指導の意義・

目的 
― 

8 薬剤管理指導利用者

の特性 
― 

9 介護予防支援サービ

スと薬剤管理指導 
― 

5．介護予防通所リ

ハビリテーション

方法論 

1 介護予防通所リハビリ

テーションの意義・目

的 

― 

2 介護予防通所リハビリ

テーションサービス利

用者の特性 

― 

3 介護予防通所リハビリ

テーションの内容・特

徴 

― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防通所リハ

ビリテーション 

― 

6．介護予防短期入

所生活介護方法

論 

1 介護予防短期入所生

活介護の意義・目的 
― 

2 介護予防短期入所生

活介護サービス利用者

の特性 

― 

3 介護予防短期入所生

活介護の内容・特徴 
― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防短期入所

生活介護 

― 

7．介護予防短期入

所療養介護方法

論 

1 介護予防短期入所療

養介護の意義・目的 
― 

2 介護予防短期入所療

養介護サービス利用

者の特性 

― 

3 介護予防短期入所療

養介護の内容・特徴 
― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防短期入所

療養介護 

― 

8．介護予防特定施

設入居者生活介

護方法論 

1 介護予防特定施設入

居者生活介護の意義・

目的 

― 

2 介護予防特定施設入

居者生活介護サービ

ス利用者の特性 

― 

3 介護予防特定施設入

居者生活介護の内容・

特徴 

― 

4 介護予防支援サービ

スと介護予防特定施設

入居者生活介護 

― 

9．介護予防福祉用

具及び介護予防

住宅改修方法論 

1 介護予防福祉用具の

意義・目的 
― 

2 介護予防福祉用具利

用者の特性および介

護予防福祉用具の機

能、使用法 

― 

3 介護予防福祉用具の

内容・特徴 
― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

   4 介護予防支援サービ

スと介護予防福祉用具 
― 

5 介護予防住宅改修の

意義・目的 
― 

6 介護予防住宅改修利

用者の特性および介

護予防住宅改修の機

能、使用法 

― 

7 介護予防住宅改修の

内容・特徴 
― 

8 介護予防支援サービ

スと介護予防住宅改修 
― 

8．高齢者支援展開

論(地域密着型介

護予防サービス

事業各論) 

1．介護予防認知症

対応型通所介護

方法論 

1 介護予防認知症対応

型通所介護の意義・目

的 

― 

2 介護予防認知症対応

型通所介護の利用者

の特性 

― 

3 介護予防認知症対応

型通所介護の内容・特

徴 

― 

2．介護予防小規模

多機能型居宅介

護方法論 

1 介護予防小規模多機

能型居宅介護の意義・

目的 

― 

2 介護予防小規模多機

能型居宅介護の利用

者の特性 

― 

3 介護予防小規模多機

能型居宅介護の内容・

特徴 

― 

3．介護予防認知症

対応型共同生活

介護方法論 

1 介護予防認知症対応

型共同生活介護の意

義・目的 

― 

2 介護予防認知症対応

型共同生活介護の利

用者の特性 

― 

3 介護予防認知症対応

型共同生活介護の内

容・特徴 

― 

9．高齢者支援展開

論(介護保険施設

各論) 

1．指定介護老人福

祉施設サービス

方法論 

1 指定介護老人福祉施

設の意義・目的 
― 

2 指定介護老人福祉施

設サービス利用者の特

性 

― 

3 指定介護老人福祉施

設の内容・特徴 
― 

2．介護老人保健施

設サービス方法

論 

1 介護老人保健施設の

意義・目的 
― 

2 介護老人保健施設サ

ービス利用者の特性 
― 

3 指定介護老人保健施

設の内容・特徴 
― 

3. 介護医療院サー

ビス方法論 

1 介護医療院の意義・目

的 
― 

2 介護医療院サービス

利用者の特性 ― 

3 介護医療院の内容・特

徴 
― 

10．高齢者支援展開

論(社会資源活用

論) 

1．公的サービスおよ

びその他の社会

資源導入方法論 

1 自立支援のための総

合的ケアネットワーク

の必要性 

― 

2 社会資源間での機能

や役割の相違 
― 

3 フォーマルな分野とイ

ンフォーマルな分野の

連携の必要性 

― 
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介護保険法別表の

科目 
区分 大項目 中項目 小項目 

四 要介護認定及

び要支援認定

に関する科目 

11．要介護・要支援

認定特論 

1．要介護認定の流

れ 

1 要介護認定基準につ

いて 
― 

2 認定調査 ― 

3 主治医意見書 ― 

4 一次判定の概略 ― 

5 介護認定審査会にお

ける二次判定の概略 
― 

2．一次判定の仕組

み 

1 要介護認定等基準時

間の推計の考え方 
― 

2 要介護認定等基準時

間の算出方法 
― 

3．二次判定の仕組

み 

1 二次判定の基本的方

法 
― 

2 介護認定審査会にお

ける審査・判定の手順 
― 

3 二次判定のポイント ― 

(注) この表に掲げる項目は、介護保険法、関連法令に規定されたもの及びその関連通知で基礎的な知識及び技能を有することの確認のために必要な内容を

含むものとする。 
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Ⅴ 身体障がい者等に対する受験特別措置 Ｐ ２３～２４ 

 

１. 特別措置の内容  

身体障がい等のある受験者には、希望により【表１】～【表４】の特別措置を行います。 

 

【表１】視覚障がいのある方 

特別措置の対象となる者 

特別に措置する事項（審査の上、特別に措置が認められる事項） 

措置する事項 受験者からの 
希望により特別に措置
が認められる事項 解答方法 

試験 
時間 

試験室 
試験室で用意 
されるもの 

日常生活で点字を 
使用している者 ※注１ 

点字による 
解答 ※注２ 

１．５倍 別室 
点字問題・ 
点字用解答

用紙 

・ 音声問題（カセットテー

プまたは CD）の併用 

※注３ 

・ 試験会場への乗用車

での入構 

・ 点字器の持参使用 

上記以外の強度の弱視者
で良い方の眼の矯正視力
が 0.15 未満の者 

な し 
（一般受験者と

同じ） 
１．３倍 別室 

な し 
（一般受験者と

同じ） 
・ 拡大文字問題の配布 

※注４ 

・ 拡大鏡等の持参使用 

・ 窓側の明るい座席を指

定 

・ 照明器具の持参使用 

上記以外の
視覚障がい
のある者 

比較的重
度の者 

な し 
（一般受験者と同じ） 

別室 
な し 

（一般受験者と

同じ） 

上記以外
の者 

な し （一般受験者と同じ） 

 
※注１ ： 問題冊子は、点字とする。 

※注２ ： 「点字による解答」については、正解とする点字をつぶす方法、正解とする数字を点字で表示する方法のいず

れかを選択できる。点字解答に必要な点字器等については、持参使用すること。 

※注３ ： 音声問題の再生は、音楽 CD 再生機または視覚障がい用 CD 読書機を持参使用すること。 

※注４ ： 「拡大文字問題」とは、文字の拡大率が一般試験問題の１．６倍（面積倍率２．７倍）の大きさの冊子である。 

 

【表２】聴覚障がいのある方 

特別措置の対象となる者 

特別に措置する事項（審査の上、特別に措置が認められる事項） 

措置する事項 受験者からの 
希望により特別に措置
が認められる事項 解答方法 

試験 
時間 

試験室 
試験室で用意 
されるもの 

両耳の平均聴力レベルが 
１００デシベル以上の者 

な し （一般受験者と同じ） ・ 注意事項等の文書に

よる伝達 ※注１ 

・ 座席を前列に指定 

・ 補聴器の持参使用 

上記以外の 
聴覚障がいのある者 

な し （一般受験者と同じ） 

 
※注１ ： 「注意事項等の文書による伝達」とは、試験室で試験監督員が口頭で指示することを文書にして配布するもの

である。 
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【表３】肢体不自由のある方 

特別措置の対象となる者 

特別に措置する事項（審査の上、特別に措置が認められる事項） 

措置する事項 受験者からの 
希望により特別に措置
が認められる事項 解答方法 

試験 
時間 

試験室 
試験室で用意 
されるもの 

体幹の機能障がいにより
座位を保つことができない
者または困難な者 

な し 
（一般受験者と

同じ） 

１．３倍 別室 
な し 

（一般受験者と

同じ） 

・ 介助者の付与 ※１ 

・ 特製机の持参使用 

・ 車いすの持参使用 

・ つえの持参使用 

・ 試験会場への乗用車

での入構 

両上肢の機能障がいが著
しい者 

下肢の機能障がいにより
歩行をすることができない
者または困難な者 

な し （一般受験者と同じ） 

上記以外の
肢体不自由
のある者 

比較的重
度の者 

な し 
（一般受験者と

同じ） 
１．３倍 別室 

な し 
（一般受験者と

同じ） 

上記以外
の者 

な し （一般受験者と同じ） 

 
※注１ ： 「介助者」とは、試験室において受験者の介助を行う者のことである。 

 

【表４】その他病弱者等 

特別措置の対象となる者 

特別に措置する事項（審査の上、特別に措置が認められる事項） 

措置する事項 受験者からの 
希望により特別に措置
が認められる事項 解答方法 

試験 
時間 

試験室 
試験室で用意 
されるもの 

慢性の胸部、心臓、腎臓
疾患等の状態で６ヶ月以
上の医療・生活規制を必
要とする者またはこれに準
ずる者 

な し （一般受験者と同じ） 

・ 別室の設定 

・ つえの持参使用 

・ 試験会場への乗用車

での入構 

妊娠中の者、大きな体格
の者等 

な し （一般受験者と同じ） 
・ 配席を考慮 

・ 別室の設定 

 

２. 特別措置申請の方法  

身体障がいのある人等に対する受験特別措置を希望する方は、「様式２ 受験申込書」の［受験へ

の配慮の希望］の項目にてお知らせください。受験申込書類を受理後、特別措置申請に必要な様式

を送付します。 

 

３. 受験特別措置の決定通知  

受験特別措置を希望した方には、決定した特別措置について「受験票」送付時に合わせて通知し

ます。 

特別措置の通知書は、「受験票」と同じく試験当日試験会場に持参してください。 
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Ⅵ 受験申込みに係る書類 Ｐ ２５～２７ 

 

１. 受験申込みに必要な提出書類  

◇ 「様式２ 受験申込書」の作成前に、必ず、証明権限を有する者に「様式４ 実務経験証明書」の発

行を依頼してください。 

「様式４ 実務経験証明書」で受験資格となる実務経験を満たしている、または満たすと見込まれる

ことを確認後、「様式２ 受験申込書」を作成してください。 

◇ 受験申込書類に記入漏れ・添付資料の不足等がある場合は、受理できません。 

◇ 受験申込みに際しては、下表で必要な提出書類を確認し、不足がないようにしてください。 

◇ 「登録（免許）証」の写しを添付する場合は、必ず、Ａ４サイズで印刷してください。 

 

（１） 受験申込み時の提出書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

① 
様式１ 

提出書類チェックシート 

記入要領・記載例（Ｐ４１） 

受験申込者全員 

（受験区分１～４） 
② 

様式２ 

受験申込書 

入力要領・記載例（Ｐ４２～４３） 

③ 
様式３ 

受験整理票（顔写真貼付） 

記入要領・記載例（Ｐ４４） 

④ 
様式４ 

実務経験証明書 

入力要領・記載例（Ｐ４５～４８） 

受験区分１～３の方 
 

※ 受験区分４の方は、提出不要です。 

⑤ 
法定資格登録（免許）証の写し 

（Ａ４サイズで印刷したもの） 

【別表Ａ】（Ｐ３５～３６） 

受験資格に係る法定資格を有する方 
 

[注意] 
・ 「合格証」とは異なるので注意してください。 

・ 裏面に登録日が記載してある場合は、裏面もコピーし

てください。 

・ 「登録（免許）証」と氏名が異なる場合は、戸籍抄本の
原本（３ヶ月以内交付）を添付してください。 

⑥ 住民票抄本の原本 

受験対象となる業務に従事していない方 

（無職の方を含む） 
 

[注意] 
・ 提出日の３ヶ月以内に交付されたものを提出してくださ

い。 
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（２） 受験申込者を確認する書類 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

⑦ 戸籍抄本の原本 

婚姻等により提出する各種書類の氏名が異なる方 
 

[注意] 
・ 提出日の３ヶ月以内に交付されたものを提出してくださ

い。 

 

２. 受験申込み後に必要な提出書類  

下記に該当する方は、提出期限までに必要書類を提出してください。 

提出の際は、封筒の表面に「受験申込書記載事項変更届 在中」と朱記し、追跡できる郵便物（簡

易書留・レターパック等）で送付してください。また、「受験票」を受取り後に提出する場合は、提出する

書類の右上に受験番号を記入してください。 

 

№ 提出書類 該当する受験申込者 

◆ “見込”による従事期間および従事日数を含めて「様式４ 実務経験証明書（見込による証
明）」を提出した方 

⑧ 
様式４ 

実務経験証明書（確定した証明） 

記入要領・記載例（Ｐ４５～４８） 

受験区分１～３の方 
 

[注意] 
・ 実務経験を満たした時点で、速やかに提出してくださ

い。 

・ 令和７年１０月３１日（金）＜必着＞までに提出されなか

った場合は、受験そのものが無効となります。 

◆ 法定資格登録（免許）証の再発行申請中で受験申込みされた方 

⑨ 
法定資格登録（免許）証の写し 

（Ａ４サイズで印刷したもの） 

【別表Ａ】（Ｐ３５～３６） 

受験資格に係る法定資格を有する方 
 

[注意] 
・ 「登録（免許）証」が届き次第、速やかに提出してくださ

い。 

・ 試験日の１ヶ月前（令和７年９月１２日（金）＜必着＞）

までに提出されなかった場合は、受験申込みが無効と

なります。 

・ 交付の遅延等により、期限までに提出が難しい場合

は、事前にご相談ください。 

◆ 受験申込み後にその記載事項に変更が生じた方 

⑪  別紙１ 

受験申込書記載事項変更届 

受験申込み後、住所や氏名、その他の 

「様式２ 受験申込書」に記載した事項に 

変更があった方 
 

[注意] 
・ 婚姻等により氏名の変更があった方は、戸籍抄本の
原本（３ヶ月以内交付）を提出してください。 
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３. 個人情報の保護について  

本受験申込みで知り得た個人情報については、一般財団法人 保健福祉振興財団の個人情報保

護規程に基づき、本試験関連業務以外には使用しません。 
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Ⅶ 介護支援専門員実務研修 Ｐ ２８ 

 

１. 実務研修の受講  

試験の合格者は、介護支援専門員実務研修（以下、「実務研修」という。）を受講することができます。

実務研修では、介護支援専門員として必要な知識と技術を修得します。 

「実務研修受講案内」は、試験の合格者のみに送付します。実務研修の受講は、合格した年度に限

るものではなく、翌年度以降も可能です。 

 

２. 日程  

実務研修は、令和８年１月～５月までの間に、講義および演習１４日間（計８７時間）＋実習３日間を

予定しています。実務研修の全課程を修了すると、修了証明書を交付します。研修中、遅刻・早退・途

中退席や欠席された場合は修了とはなりませんので、ご注意ください。 

※令和６年度、実施方法参考。 

課  程 期  間 実施方法 

前 期 
オンライン研修（動画配信） ３日間 講義 

オンライン研修（双方向通信） ５日間 講義および演習 

実  習 ３日間 訪問・レポート（各自実施） 

後 期 オンライン研修（双方向通信） ６日間 講義および演習 

 

３. 実施方法  

オンライン（双方向通信）での研修となります。必要な環境等については、実務研修の「受講案内」を

ご確認ください。 

 

４. 受講料  

詳細は、実務研修の「受講案内」をご確認ください。 

[参考] 令和６年度の受講料等は、６８,３００円（テキスト代・支払手数料及び消費税含む）でした。 

 

受講料は、以下、給付制度の対象となっております。下記をご参照の上、お手続きをお願いします。 
 

■ 教育訓練給付制度（特定一般教育訓練給付制度）について 

・特定一般教育訓練 ： 特に労働者や速やかな再就職及び早期のキャリア形成に資する教育

訓練（最大給付率 50％） 
 

講座名称 介護支援専門員実務研修 指定番号 ４３２２００７－２５１００１３－３ 

※ 給付金に関する詳細は、お住まいの地域を管轄するハローワークへお問合せください。 

当財団へお問合せいただいても、お答えし兼ねますので、予めご了承ください。 

 

５. 研修実施団体  

一般財団法人 保健福祉振興財団  熊本支部 
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Ｑ＆Ａ 
 

 

 

※ よくある質問を掲載しています。ご不明な点等ありましたら、必ず、以下をご

確認の上、お問合せください。 
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Ｑ１. 実務経験について① － 看護学校の教員 － 
 

看護師として３年間勤務した後、看護学校の教員として２年以上勤務しています。受験資格はあ

りますか。 
 

Ａ． 教員は、要援護者に対する対人の直接的な援助の業務ではないため実務経験として認

められません。 

 

Ｑ２. 実務経験について② － 準備期間 － 
 

新設された特別養護老人ホームに介護福祉士として雇用され、事業開始日以前から勤務してい

ます。事業開始日以前の準備期間は、算入できますか。 

 

Ａ． 事業開始日以前の準備期間は、要援護者に対する対人の直接的な援助の業務ではない

ため実務経験として算入できません。 

 

Ｑ３. 実務経験について③ － 認定調査員 － 
 

市役所で介護保険の認定調査員をしています。受験資格はありますか。 

 

Ａ． 認定調査員の業務は、要援護者に対する対人の直接的な援助の業務ではないため実務

経験として認められません。 

 

Ｑ４. 実務経験の算定方法について① － 法定資格に基づく業務 － 
 

法定資格を取得する以前から勤務していましたが、その期間は実務経験に含まれますか。 
 

Ａ． 法定資格の登録前の業務は含むことができません。 

【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）の実務経験によりお申込みされる方は、登録日以

降にその資格（免許）に基づき従事した期間・日数のみ実務経験に算入できます。 
 

＜例えば＞ 
平成２７年３月２３日に准看護師試験に合格し、同年４月１日から准看護師として病院にて勤務。 

同年５月１日付けで免許の登録を受けた場合。 

→ 実務経験は、平成２７年５月１日（登録日以降）から算入できます。 

 

 

 

 

 

Ｑ５. 実務経験の算定方法について② － 夜間勤務 － 
 

夜間勤務の場合の従事した日数は、どのように計算するのですか。 
 

Ａ． 事業所の雇用・就業規程に基づき計算 します。1 日の勤務時間は問いません。  

算入不可 算入可 

(准看護師)試験合格 
３月２３日 

(准看護師)病院勤務開始 
４月１日 

(准看護師)登録 
５月１日 
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Ｑ６. 実務経験の算定方法について③ － 勤務時間 － 
 

実務経験は、８時間勤務でないと１日として算入できないですか。 
 

Ａ． １日の勤務時間が短い場合についても、１日勤務したものとみなします。 

例えば、１日２時間勤務のパートタイマ―で月に１０日勤務した場合、従事期間および従事日数

はいずれも１０日として算入できます。 

 

Ｑ７. 実務経験の算定方法について④ － 休職期間 － 
 

受験資格の実務経験が５年間ありますが、その間に１年間育児休暇を取得しました。この期間は

算入できますか。 
 

Ａ． 育児休暇・病気休暇・介護休暇等、これに類する「休職期間」は従事期間および従事日数に

算入できません。 

ただし、産前産後休暇は、従事日数には算入できませんが、従事期間には算入できます。 

 

Ｑ８. 実務経験の算定方法について⑤ － 複数事業所・職種兼務の場合 － 
 

介護福祉士として、同じ時期に２ヶ所の事業所で勤務していました。この場合、実務経験はどのよ

うに計算しますか。 

 

Ａ． 実務経験は、重複計上することはできません。 

１日に複数事業所または複数職種を兼務している（した）場合も、従事日数は１日として計上しま

す。また、この場合は事業所または職種ごとの「様式４ 実務経験証明書」を添付してください。 

 

＜例えば＞ 
Ａ事業所に、月・水・金の午前に４週間で１２日勤務。Ｂ事業所に、火・水・木の午後に４週間で１２日

勤務。このうち、２週間Ａ・Ｂ両方に勤務していた場合、従事期間は“６週間”、従事日数は“２２日”とな

ります。 
 

 

 

 

 

 

 

Ｑ９. 実務経験の算定方法について⑥  － 従事期間終了日の最長 － 
 

試験日の３日前に従事期間５年間の実務経験を満たす予定ですが、受験することができますか。 
 

Ａ． 受験資格に必要な実務経験は、試験日前日（令和７年１０月１１日（土））まで算入できま

す。 

この場合、受験申込み時点では実務経験を満たしていないため、「様式４ 実務経験証明書（見

込による証明）」を添付してください。その後、実務経験を満たした時点で、速やかに「様式４ 実

務経験証明書（確定による証明）」を令和７年１０月３１日（金）＜必着＞までに提出してください。 

 Ａ事業所  

月・水・金 
午 前 
４週間 

１２日 

 Ｂ事業所  

火・水・木 
午 後 
４週間 

１２日 

１
日 

従事期間：６週間（重複２週間） 

（重複２日） 

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 

１
日 従事日数：２２日 
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Ｑ１０. 提出書類について① 
 

介護福祉士の資格を持っています。資格を証明する書類は、介護福祉士の試験の合格証の写

しを添付すればよいのでしょうか。 
 

Ａ． 介護福祉士の試験の「合格証」ではなく、介護福祉士の「登録証」の写しを添付する必要があ

ります。 

法定資格は、“登録”をもって当該資格の名称を使用できます。介護福祉士と同様に、社会福祉

士・精神保健福祉士の資格についても、「登録証」の写しを添付する必要があります。その他の資

格については、「免許証」の写しを添付してください。 

 

Ｑ１１. 提出書類について② 
 

准看護師として病院に勤務しており、その後、看護師の資格を取得して４年になります。実務経

験は、受験資格を満たしていると思いますが、資格を証明する書類は看護師の免許証の写しのみ

添付すればよいのでしょうか。 
 

Ａ． 看護師の「免許証」の写しのみでは、実務経験を満たしません。准看護師の「免許証」の写しも
添付が必要です。 

異なる複数の資格に基づく経験を証明する場合は、それぞれの資格の「登録（免許）証」の写しを

添付する必要があります。 

 

Ｑ１２. 提出書類について③ － 姓が異なる場合 － 
 

法定資格登録後、姓が変わりました。添付書類はどのようにしたらいいですか。 
 

Ａ． 添付書類と今現在の氏名が異なる場合、本人確認のために氏名の変更が確認できる戸籍抄本

の原本（３ヶ月以内交付）を添付してください。 

 

Ｑ１３. 提出書類について④ － 紛失等した場合 － 
 

介護福祉士の登録証を紛失し、現在、再発行申請中のため受験申込みまでに間に合いません。

どうしたらいいですか。 
 

Ａ． 再発行の手続きをしたことがわかる申請書類の写しを添付してください。 

この場合、見込での受験申込みとなりますので、「登録（免許）証」が到着しましたら速やかに試験

実施団体へその写しをご送付ください。試験日の１ヶ月前（令和７年９月１２日（金）＜必着＞）ま

でに書類が到着しない場合は、受験資格を満たさないものとして受験申込みを取り消しますので、

ご注意ください。 
 

◆介護福祉士・社会福祉士・精神保健福祉士の登録証の再交付手続きは、以下へお願いします。 

  

公益財団法人社会福祉振興・試験センター 

〒１５０-０００２ 東京都渋谷区渋谷１丁目５番６号  SEMPOS（センポス）ビル 

［国家試験情報専用電話番号］ ０３-３４８６-７５５９ 
［ホームページ］ http://www.sssc.or.jp/about/access.html 



 

- 33 - 

Ｑ１４. 実務経験の証明について① － 派遣の場合 － 
 

派遣で勤務していたのですが、派遣元の会社と派遣先の事業所のどちらから実務経験証明書を

発行してもらうのでしょうか。 
 

Ａ． 「様式４ 実務経験証明書」は、派遣元の企業からの発行が必要となります。 

なお、「様式４ 実務経験証明書」と合わせて、派遣先・派遣元・派遣の期間・受験申込者の氏名

が確認できる業務委託契約書等の書類の写しも添付してください。 

 

Ｑ１５. 実務経験の証明について② － 勤務先が廃業している場合 － 
 

勤務していた事業所が廃業してしまい実務経験証明書を発行してもらうことができません。どうす

ればいいですか。 

 

Ａ． 事業所を運営していた法人の存続の有無により、以下いずれかの対応をお願いします。 

（１） 法人が存続している場合 

法人に「様式４ 実務経験証明書」を発行してもらいます。 

（２） 法人が存続していない場合 

勤務当時の責任者や勤務実績が確認できる書類を保管している方に証明してもらえる場

合は、以下①～③の書類をすべて添付してください。 

① 勤務当時の責任者等が発行した「様式４ 実務経験証明書」 

② 事業所の存在及び証明者を確認できる書類 
＜例えば＞開業届、廃業届、辞令、雇用保険や社会保険の加入実績が確認できる書類 

③ 受験申込者が、在職していた事を客観的に確認できる書類 
＜例えば＞給与明細書、源泉徴収票、雇用保険や社会保険の加入実績が確認できる書

類、在職当時に作成された職員名簿・職員配置図など 
 

添付された書類で受験資格となる実務経験が確認できた場合は、それぞれ算入することが

できます。なお、添付された書類で実務経験の確認ができない場合は、受験が認められな

い場合もあります。 

 

Ｑ１６. 実務経験の証明について③ 
 

受験申込みにあたり、これまでの実務経験をすべて証明する必要がありますか。 
 

Ａ． 受験資格となる実務経験を満たす範囲で「様式４ 実務経験証明書」を添付すれば、すべての

実務経験を証明する必要はありません。 

「様式４ 実務経験証明書」の添付にあたっては、必ずしも直近または現勤務先のものでなくても

構いません。 
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別  表 
 

 

【別表Ａ】保健・医療・福祉に関する法定資格に基づく業務の

一覧 
 

【別表Ｂ】相談援助業務の一覧 
 

【別表Ｃ】勤務先種別の一覧 
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【別表Ａ】 保健・医療・福祉に関する 法定資格に基づく業務 の一覧 

① 次に掲げる法定資格に基づく業務に従事する方が対象となります。 

② 算入できる従事期間および従事日数は、下記、法定資格の登録日以降です。 

③ いずれの業務においても、要援護者に対する対人の直接的な援助が、受験申込者の本来の業

務として明確に位置づけられていることが必要です。 

 

※ 下記、法定資格を有していても、要援護者に対する対人の直接的な援助ではない研究業務・

教育業務・営業や事務業務等を行っているような期間は、従事期間等には含まれません。 

業務コード 資 格 名 対 象 者 

Ｇ００１ 医 師 
医師として医療及び保健指導を掌ることによって、公衆衛生の向上
および増進に寄与し、もって国民の健康な生活を確保する業務に
従事する者 

Ｇ００２ 歯 科 医 師 
歯科医師として歯科医療及び保健指導を掌ることによって、公衆衛
生の向上及び増進に寄与し、もって国民の健康な生活を確保する
業務に従事する者 

Ｇ００３ 薬 剤 師 
薬剤師として調剤、医薬品の供給その他薬事衛生を掌ることによっ
て、公衆衛生の向上及び増進に寄与し、もって国民の健康な生活
を確保する業務に従事する者 

Ｇ００４ 保 健 師 
保健師として厚生労働大臣の免許を受けて、保健師の名称を用い
て保健指導に従事する者 

Ｇ００５ 助 産 師 
助産師として厚生労働大臣の免許を受けて、助産又は妊婦、じょく
婦もしくは新生児の保健指導に従事する者 

Ｇ００６ 看 護 師 
看護師として厚生労働大臣の免許を受けて、傷病者もしくはじょく 
婦に対する療養上の世話又は診療の補助に従事する者 

Ｇ００７ 准 看 護 師 
准看護師として都道府県知事の免許を受けて、医師、歯科医師又
は看護師の指示を受けて、傷病者もしくはじょく婦に対する療養上
の世話又は診療の補助に従事する者 

Ｇ００８ 理 学 療 法 士 
理学療法士として厚生労働大臣の免許を受けて、理学療法士の名
称を用いて、医師の指示の下に、理学療法に従事する者 

Ｇ００９ 作 業 療 法 士 
作業療法士として厚生労働大臣の免許を受けて、作業療法士の名
称を用いて、医師の指示の下に、作業療法に従事する者 

Ｇ０１０ 歯 科 衛 生 士 

歯科衛生士として厚生労働大臣の免許を受けて、歯科医師（歯科
医業をなすことのできる医師を含む。）の指導の下に、歯牙及び口
腔の疾患の予防処置として次に掲げる行為に従事する者 
一 歯牙露出面及び正常な歯茎の遊離縁下の付着物及び沈着物

を機械的操作によって除去すること。 
二 歯牙及び口腔に対して薬物を塗布すること。 
三 歯科保健指導をなすこと。 

Ｇ０１１ 視 能 訓 練 士 

視能訓練士として厚生労働大臣の免許を受けて、視能訓練士の名
称を用いて、医師の指示の下に、両眼視機能に障害のある者に対
するその両眼視機能の回復のための矯正訓練及びこれに必要な
検査に従事する者 

Ｇ０１２ 言 語 聴 覚 士 

言語聴覚士として厚生労働大臣の免許を受けて、言語聴覚士の名
称を用いて、音声機能、言語機能又は聴覚に障害のある者につい
てその機能の維持向上を図るため、言語訓練その他の訓練、これ
に必要な検査及び助言、指導その他の援助に従事する者 
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業務コード 資 格 名 対 象 者 

Ｇ０１３ 栄養士（管理栄養士を含む） 

〈栄養士〉 
都道府県知事の免許を受けて、栄養士の名称を用いて栄養の指
導に従事する者 
 

〈管理栄養士〉 
厚生労働大臣の免許を受けて、管理栄養士の名称を用いて、傷
病者に対する療養のため必要な栄養の指導、個人の身体の状
況、栄養状態等に応じた高度の専門的知識及び技術を要する健
康の保持増進のための栄養の指導並びに特定多数人に対して
継続的に食事を供給する施設における利用者の身体の状況、栄
養状態、利用の状況等に応じた特別の配慮を必要とする給食管
理及びこれらの施設に対する栄養改善上必要な指導等に従事
する者 

Ｇ０１４ あん摩マッサージ指圧師 
厚生労働大臣より、あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又は
きゅう師免許を受け、あん摩、マッサージもしくは指圧、はり又はきゅ
うに従事する者 

Ｇ０１５ は り 師 

Ｇ０１６ き ゅ う 師 

Ｇ０１７ 柔 道 整 復 師 
柔道整復師として厚生労働大臣の免許を受けて、柔道整復に従事
する者 

Ｇ０１８ 義 肢 装 具 士 
義肢装具士として厚生労働大臣の免許を受けて、義肢装具士の名
称を用いて、医師の指示の下に、義肢及び装具の装着部位の採型
並びに義肢及び装具の製作及び身体への適合に従事する者 

Ｇ０１９ 社 会 福 祉 士 

社会福祉士として登録を受け、社会福祉士の名称を用いて、専門
的知識及び技術をもって、身体上もしくは精神上の障害があること
又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障がある者の福祉
に関する相談に応じ、助言、指導、福祉サービスを提供する者又は
医師その他の保健医療サービスを提供する者その他の関係者との
連絡及び調整その他の援助に従事する者 

Ｇ０２０ 介 護 福 祉 士 

介護福祉士として登録を受け、介護福祉士の名称を用いて、専門
的知識及び技術をもって、身体上又は精神上の障害があることによ
り日常生活を営むのに支障がある者につき心身の状況に応じた介
護を行い、並びにその者及びその介護者に対する介護に関する指
導に従事する者 

Ｇ０２１ 精 神 保 健 福 祉 士 

精神保健福祉士として登録を受け、精神保健福祉士の名称を用い
て、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識及び技術を
もって、精神科病院その他の医療施設において精神障害の医療を
受け、又は精神障害者の社会復帰の促進を図ることを目的とする
施設を利用している者の地域相談支援の利用に関する相談その他
の社会復帰に関する相談に応じ、助言、指導、日常生活への適応
のために必要な訓練その他の援助に従事する者 
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【別表Ｂ】 相談援助業務 の一覧 

① 次に掲げる施設等において必置とされている相談援助業務に従事する方が対象となります。 

② いずれの業務においても、要援護者に対する対人の直接的な援助が、受験申込者の本来の業

務として明確に位置づけられていることが必要です。 

 

業務コード 対象事業及び施設 
対象となる職員 

（職種） 
規定する法令・通知等 

Ｇ１０１ 

特定施設入居者生活介護 
 
※ 介護保険の指定を受けた以下の

施設 
○ 介護付き有料老人ホーム 
○ 軽費老人ホーム 
○ 養護老人ホーム 

生活相談員 

介護保険法（平成９年法律第１２
３号）第８条第１１項 
指定居宅サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準
（平成１１年厚生省令第３７号）第
１７５条第１項第１号 

Ｇ１０２ 

介護予防特定施設入居者 

生活介護 
 
※ 介護保険の指定を受けた以下の

施設 
○ 介護付き有料老人ホーム 
○ 軽費老人ホーム 
○ 養護老人ホーム 

生活相談員 

介護保険法第８条の２第９項 
指定介護予防サービス等の事業
の人員、設備及び運営並びに指
定介護予防サービス等に係る介
護予防のための効果的な支援の
方法に関する基準（平成１８年厚
生労働省令第３５号）第２３１条第
１項第１号 

Ｇ１０３ 

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 
 
※ 介護保険の指定を受けた以下の

施設 
○ 介護付き有料老人ホーム 
○ 軽費老人ホーム 
○ 養護老人ホーム 

生活相談員 

介護保険法第８条第２１項 
指定地域密着型サービスの事業
の人員、設備及び運営に関する
基準（平成１８年厚生労働省令第
３４号）第１１０条第１項第１号 

Ｇ１０４ 
介護老人福祉施設 
 
○ 特別養護老人ホーム（３０人以上） 

生活相談員 

介護保険法第８条第２７項 
指定介護老人福祉施設の人員、
設備及び運営に関する基準（平
成１１年厚生省令第３９号）第２条
第１項第２号 

Ｇ１０５ 

地域密着型介護老人福祉施設 

入居者生活介護 
 
○ 特別養護老人ホーム（２９人以下） 

生活相談員 

介護保険法第８条第２２項 
指定地域密着型サービスの事業
の人員、設備及び運営に関する
基準（平成１８年厚生労働省令第
３４号）第１３１条第１項第２号 

Ｇ１０６ 介護老人保健施設 支援相談員 

介護保険法第８条第２８項 
介護老人保健施設の人員、施設
及び設備並びに運営に関する基
準（平成１１年厚生省令第４０号）
第２条第１項第４号 
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業務コード 対象事業及び施設 
対象となる職員 

（職種） 
規定する法令・通知等 

Ｇ１０７ 
（計画相談支援） 

指定特定相談支援事業所 
相談支援専門員 

障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律（平成１７年法律第１２３号）第５
条第１８項に規定する計画相談
支援 
障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法
律に基づく指定計画相談支援の
事業の人員及び運営に関する基
準（平成２４年厚生労働省令第２
８号）第３条 

Ｇ１０８ 
（障害児相談支援） 

指定障害児相談支援事業所 
相談支援専門員 

児童福祉法（昭和２２年法律第１
６４号）第６条の２の２第６項に規
定する障害児相談支援 
児童福祉法に基づく指定障害児
相談支援の事業の人員及び運
営に関する基準（平成２４年厚生
労働省令第２９号）第３条 

Ｇ１０９ 生活困窮者自立相談支援機関 主任相談支援員 

生活困窮者自立支援法（平成２５
年法律第１０５号）第３条第２項に
規定する生活困窮者自立相談支
援事業 
生活困窮者自立相談支援事業
等の実施について（平成２７年７
月２７日社援発０７２７第２号厚生
労働省社会・援護局長通知）の
別紙（別添１）自立相談支援事業
実施要領３（２）ア 
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【別表Ｃ】 勤務先種別 の一覧 

 

勤務先 

コード 
勤務先の種別 

Ｋ００１ 通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所  ※ 地域福祉センター含む。 

Ｋ００２ 通所リハビリテーション事業所 

Ｋ００３ 訪問介護事業所、夜間対応型訪問介護事業所 

Ｋ００４ 訪問入浴介護事業所 

Ｋ００５ 訪問リハビリテーション事業所 

Ｋ００６ 訪問看護事業所 

Ｋ００７ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

Ｋ００８ 小規模多機能型居宅介護 

Ｋ００９ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）事業所 

Ｋ０１０ 認知症対応型共同生活介護事業所 

Ｋ０１１ 特定施設入居者生活介護事業所 

※ 介護保険の指定を受けた以下の施設 
  ○ 介護付き有料老人ホーム 

  ○ 軽費老人ホーム  ※ 介護型（特定型）ケアハウス含む。 

  ○ 養護老人ホーム 
  ○ サービス付き高齢者向け住宅（介護型） 

Ｋ０１２ 介護老人福祉施設 
※ 介護保険の指定を受けた以下の施設 
  ○ 特別養護老人ホーム 

Ｋ０１３ 短期入所生活介護事業所 

Ｋ０１４ 介護老人保健施設 

Ｋ０１５ 介護医療院、療養型病床群  ※ 介護療養型医療施設を含む。 

Ｋ０１６ 短期入所療養介護事業所 

Ｋ０１７ 住宅型有料老人ホーム ※ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設 

Ｋ０１８ 軽費老人ホーム 
※ 一般型（自立型）ケアハウス含む。 

※ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設 

Ｋ０１９ 養護老人ホーム ※ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設 

Ｋ０２０ サービス付き高齢者向け住宅（一般型） ※ 特定施設入居者生活介護の指定を受けていない施設 

Ｋ０２１ 特別養護老人ホーム ※ 介護老人福祉施設の指定を受けていない施設 

Ｋ０２２ 老人短期入所施設 ※ 短期入所生活介護の指定を受けていない施設 

Ｋ０２３ 障害児者福祉サービス施設または事業所 

Ｋ０２４ 老人（在宅）介護支援センター、地域包括支援センター 

Ｋ０２５ 老人福祉センター 

Ｋ０２６ 社会福祉協議会 

Ｋ０２７ 市役所、区役所、町村役場  ※ 福祉事務所等を含む。 

Ｋ０２８ 保健所、市町村保健センター 

Ｋ０２９ 病院、診療所 

Ｋ０３０ 薬局 

Ｋ０３１ あん摩、マッサージ、はりきゅう施術事業所 

Ｋ０３２ 接骨院 

Ｋ０９９ 上記以外の受験対象となる事業所 
  ※ 相談援助または介護等の業務を行う施設または事業所。 
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記入要領 
 

 

様式１ 提出書類チェックシート 記入例 
 

様式２ 受験申込書 入力例  ※ 
 

様式３ 受験整理票 記入例 
 

様式４ 実務経験証明書 入力例  ※ 
 
 

 

※ 印が付いた書類は、試験実施団体のホームページより作成してください。 

ホームページより作成する場合、何度でも入力可能です。正しく入力された

書類のみ原本を送付してください。 
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◇ 様式１ 提出書類チェックシート  記入要領・記入例 

 

 

 
 
（１） 該当する「受験区分１～４」を選択し、必要な書類をご確認ください。 

（２） 受験申込書類が整ったら、本チェックシートで不足がないかご確認の上、受験申込書類とあ

わせてご送付ください。 
 

※ なお、書類送付前に、必ず受験申込書類のコピーを取り保管してください。 

 

 

 

 

                                    ん

記入例 

財団 花子 

ハナコ ザイダン 

✔ 

✔ 

✔ 

✔ 

１ 

★ 試験実施団体のホームページより書類をダウンロードしてください ★ 

https://hokenfukushi.or.jp 
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◇ 様式２ 受験申込書  入力要領・入力例 

 

 

 

 

 
※ 全項目、入力必須です。漏れのないように入力してください。 

※ 入力内容を訂正する場合は、二重線を引いて訂正してください。訂正印は、不要です。 

※ 受験資格に係る業務履歴が５事業所を超える場合は、「様式２ 受験申込書」を複数枚ご準備ください。 
 

№ 項  目 入力要領 

１ 入力日（記入日） ・ （手書きの場合）受験申込書を作成した日を記入する。 

◆ 受験申込者情報 

２ フリガナ ・ 戸籍に記載されている文字で、氏名とフリガナを入力する。 
・ 旧字等、PC上で変換されない漢字は、カナで入力の上、印刷後の用紙の空い
ている欄に手書きで記入する。 

・ 日本国籍を有しない方は、外国人登録原票に記載されている文字を入力する。 
３ 氏名 

４ 生年月日 
・ （手書きの場合）元号に○を付け、明確にわかるように年月日を記入する。（例：
“１”・“７”などの似た数字は特に注意。） 

５ 現住所 

・ 必ず、郵便番号を入力する。 
・ 都道府県名、市区町村名、番地（アパート等の場合は、名称・部屋番号）、○○
様方まで入力する。 

・ 「受験票」は、この項目に記入された住所に郵送するため、正確に入力する。 

６ 保有資格 
・ 有している資格について、【別表Ａ】】（Ｐ３５～３６）の業務コードを選択する。
（手書きの場合）業務コードを記入する。 

７ 日中の連絡先 ・ 日中連絡の取れる電話番号を入力する。 

８ Ｅメールアドレス 

・ 確認やお知らせ等をメールでお送りすることがあるため、明確にわかるように入
力する。 

・ 基本的に、Ｅメールアドレス（ＰＣからのメールを受信できるもの：ＧｏｏｇｌｅやＹａｈ
ｏｏのアドレス等でも可）を入力する。お持ちでない場合は、携帯キャリアメール
アドレスでも可とするが、受信設定に注意する。 

◆ 現在の勤務先 

９ ※受験対象となる業務に 

・従事している 
・従事していない 

・ 受験対象となる業務に従事している場合は、“従事している“を選択し、従事し
ていない（現在、無職または受験対象となる業務以外に従事している）場合
は、”従事していない“を選択する。（手書きの場合）いずれか該当する内容に
“✔”を付ける。 

１０ 

１１ 法人等団体名 ○ ※受験対象となる業務に“従事している”を選択した方は、 
・ 「法人等団体名」・「名称」・「住所」・「電話番号」を正確に入力する。 
・ 該当する【別表Ｃ】（Ｐ３９）の勤務先コードを選択する。（手書きの場合）勤務
先コードを記入する。 

・ 該当する業務の「区分」を選択し、「業務コード」は該当する【別表Ａ】】（Ｐ３５
～３６）または【別表Ｂ】（Ｐ３７～３８）の業務コードを選択する。（手書きの場
合）業務コードを記入する。 

・ 「業務コード」が【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）に該当する場
合は、該当する資格の「登録年月日」も入力する。 

・ 正式な「職種名」を入力する。 
○ ※受験対象となる業務に“従事していない”を選択した方（現在、無職または

受験対象となる業務に従事していない場合）は、入力しない。 

１２ 勤務先コード 

１３ 勤
務
先 

名称 

１４ 住所 

１５ 電話番号 

１６ 

業
務 

区分 

１７ 業務コード 

１８ 登録年月日 

１９ 職種名 

◆ 受験資格となる実務経験 
２０ 

 
受験履歴の有無 ・ いずれか該当する内容を選択する。（手書きの場合）“○”を記入する。 

２１ 受
験 

履
歴 

年度 ・ 「受験履歴の有無」で“有り（再受験者）”を選択した方は、受験した「年度」とそ
の際の「都道府県名」を入力する。 

・ 「受験履歴の有無」で“無し（初受験者）”を選択した方は、入力しない。 ２２ 都道府県名 

２３ 

実
務
経
験 

勤務先等の名称 
・ 提出する 「様式４ 実務経験証明書」の内容をそのまま転記する。 
・ 複数の勤務先がある場合は、従事期間の開始日の古い順に入力する。 
・ すべての 「様式４ 実務経験証明書」の内容を転記したら、合計した「従事期
間」および「従事日数」を入力する。 

・ 「受験履歴の有無」で“有り（再受験者）”を選択した方（受験区分４の方）は、入
力しない。 

２４ 職種名 

２５ 従事期間（開始・終了日） 

２６ 従事期間 

２７ 従事日数 

２８ 合計 従事期間 

２９ 合計 従事日数 

◆ 受験への配慮の希望 
３０ 受験への配慮の希望 ・ 配慮が必要な方は、“有り”に“○”を入力し、希望する内容に“✔”を付ける。 

   

★ 試験実施団体のホームページより書類を作成してください ★ 

https://hokenfukushi.or.jp 
 
※ 作成にあたり、ご不明な項目は以下をご参照の上、ご入力ください。 
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財団 花子 

ハナコ ザイダン 

４    ６   １ 

０ ０ ３ 
社会福祉法人 保健福祉振興財団 

保健福祉振興財団ヘルパーステーション 

熊本県熊本市中央区保田窪１－１０－３８ 

０９６        ２１３        １６００ 

０ ２ ０ ２７  ４  １ 訪問介護員 

保健福祉振興財団 

ﾍﾙﾊﾟｰｽﾃｰｼｮﾝ 
H２７   ４   １ 

入力 
要領 

 

１ 

 

２ 

３ 

４ 

 

５ 

 

６ 

 

７ 

８ 

 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

 

１５ 

 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

 

２０ 

２１ 

２２ 

 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

 

 

 

 

２８ 

２９ 

 

３０ 

８６２    ０９２６ 

R ７   ６  １０ 
１０  ２   ０ １,６８５ 

１,６８５ 

１５ 

８６×    ×××× 

 

「様式４ 実務経験証明書」 

の内容をそのまま転記 
※ 「受験区分４」の方は、記入不要。 

 

０７０    ｘｘｘｘ    ｘｘｘｘ 

訪問介護員 

熊本県○○市△△町□□×－××－× コーポ◇◇１０１号室 

１０  ２   ０ 

info     hokenfukushi.or.jp 

日中連絡がとれる番号を記入 

「受験区分４」の方も記入 

入力例 

０ ２ ０ 

✔ 
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◇ 様式３ 受験整理票  記入要領・記入例 

 

 

 
 
（１） 写真は、６ヶ月以内に撮影したものを貼付してください。あわせて「撮影年月」も記入してください。 

（２） 写真は、縦：４.５ｃｍ×横：３.５ｃｍ（パスポート申請用と同一）のもので、正面、無帽、無背景のもの

でふちなしのものを使用してください。また、カラー写真を使用してください。 

（３） 受験時、眼鏡等を着用する方は、着用した写真を貼付してください。ただし、黒または濃い色のレ

ンズの眼鏡やマスク等を着用していないものとします。 

（４） 受験申込みの受付時点で写真が劣化しているもの等は、受付できかねます。 

（５） 試験当日、受験者本人との照合に用いるため本人とわかる鮮明な写真とし、不鮮明な写真は不可

とします。 

（６） 写真の裏面には、必ず、氏名を記入の上、「様式３ 受験整理票」からはがれないようにのり又はテ

ープで貼付けてください。 

（７） 切り取らずに、Ａ４サイズの用紙のまま送付してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験当日、受験者本人であることを確認するために使用します。 
 

  

記入例 

★ 試験実施団体のホームページより書類をダウンロードしてください ★ 

https://hokenfukushi.or.jp 

財団 

６ 

花子 

ハナコ ザイダン 
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◇ 様式４ 実務経験証明書  

 

 

 

 

 
 

本様式は、勤務している（していた）法人や会社などの事業者等が作成・発行するものです。 

受験申込者が、作成・修正・訂正することはできません。 
 
※ 複数の勤務先・職種での実務経験の証明を受ける場合は、複数枚必要となります。なお、手書きで作成される

場合は、本様式を上記ホームページよりダウンロードしてご使用してください。 

※ 受験申込者は、本様式の作成を事業者等に依頼するにあたり、下記の留意事項を十分に説明してください。 

証明権限を有する者に関する留意事項 

「様式４ 実務経験証明書」の記載内容に不備がある場合は、受験申込みを受理できませんの

で、下記を十分に注意して作成してください。 
 
１．「様式４ 実務経験証明書」は、証明権限を有する者（法人の理事長等。権限が委任されて

いる場合は、受任者である施設長等）が発行した証明書であることが必要です。 

２．記載内容を訂正する場合は、必ず、証明権限を有する者の印を訂正印として押印して訂正

してください。修正液（テープ）で訂正した書類は無効となりますので、ご注意ください。 

３．複数の勤務先・職種での実務経験を証明する場合は、上記ホームページより入力→送信を

繰り返し行ってください。 

４．「様式４ 実務経験証明書」の内容は、受験申込者が「様式２ 受験申込書」へ転記しますの

で、誤りがないように正確に作成してください。 

 

№ 実務経験証明書の項目 入力要領 

１ ・確定した証明 
・見込による証明 

・ 証明日以降に見込まれる経験を含めて証明する場合は、“見込による証明
“を選択し、確定した経験を証明する場合は、”確定した証明“を選択する。
（手書きの場合）いずれか該当する内容に“✔”を付ける。 ２ 

３ 証明日 ・ 証明した日を入力する。 

◆ 証明対象の受験申込者情報 

４ フリガナ 
・ 戸籍に記載されている文字で、氏名とフリガナを入力する。 
・ 旧字等、PC上で変換されない漢字は、カナで入力の上、印刷後の用紙の
空いている欄に手書きで記入する。 

・ 日本国籍を有しない方は、外国人登録原票に記載されている文字を入力
する。 

５ 氏名 

６ 生年月日 
・ （手書きの場合）元号に○を付け、明確にわかるように年月日を記入する。
（例：“１”・“７”などの似た数字は特に注意。） 

◆ 証明者 

７ 

法
人
等 

法人等団体名 

・ すべて正確に入力する。 
・ 印刷後の用紙に、必ず代表者印を押印する。 

８ 代表者 役職 

９ 氏名 

１０ 住所 

１１ 代表者印 

１２ 

担
当
者 

証明書作成担当者 
役職 

・ 本様式を作成した担当者の詳細を入力する。 
・ 確認やお知らせ等をメールでお送りすることがあるので、「Ｅメールアドレス」
は確実に連絡の取れるアドレスを正確に入力する。 

・ 印刷後の用紙に、必ず担当者の認印を押印する。 

１３ フリガナ 

１４ 氏名 

１５ 認印 

１６ 電話番号 

１７ Ｅメールアドレス 
  

  

★ 試験実施団体のホームページより書類を作成してください ★ 

https://hokenfukushi.or.jp 
 
※ 作成にあたり、ご不明な項目は以下をご参照の上、ご入力ください。 
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№ 実務経験証明書の項目 入力要領 
◆ 証明する実務経験 
１８ 

施
設
・
事
業
所 

名称 
・ 証明する勤務先の正式な名称を入力する。また、住所を正確に入力する。 

１９ 住所 

２０ 勤務先コード 
・ 証明する勤務先に該当する【別表Ｃ】（Ｐ３９）の勤務先コードを選択する。
（手書きの場合）勤務先コードを記入する。 

２１ 介護保険・障害福祉 
サービス事業所番号 

・ 介護保険制度、障害者総合支援制度の指定を受けている施設・事業所の
場合は、事業所番号を入力する。その他の勤務先の場合は、入力しない。 

２２ 

業
務 

区分 ・ 証明する勤務先での業務について「区分」を選択し、業務コードは該当す
る【別表Ａ】（Ｐ３５～３６）または【別表Ｂ】（Ｐ３７～３８）の業務コードを選択す
る。（手書きの場合）業務コードを記入する。 

・ 業務コードが【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）に該当する場合
は、該当する資格の登録日も入力する。 

・ 証明する勤務先での正式な職種名を入力する。 
・ 証明する勤務先での主な業務内容に該当する番号を一つ選択する。 
・ 証明する勤務先での主な業務内容を具体的に入力する。 

２３ 業務コード 

２４ 登録年月日 

２５ 職種名 

２６ 主な業務内容 

２７ （具体的な業務内容） 

２８ 

実
務
経
験 

休
業
等
の
期
間 

病
休
・育
休 

等 

期間（開始日） 

・従事期間のうち、産前産後休暇の期間がある場合は、入力する。 
２９ 期間（終了日） 

３０ 期間 

３１ 日数 

３２ 産
前
産
後 

休
暇 

期間（開始日） 
・従事期間のうち、病気休暇・育児休暇・介護休暇等の休職期間がある場合
は、入力する。 

３３ 期間（終了日） 

３４ 日数 

３５ 従事期間（開始日） 

・ 雇用期間ではなく、受験申込者が要援護者に対する直接的な対人援助業
務を行っていた期間を入力する。 

・ 要援護者に対する対人の直接的な援助ではない研究業務・教育業務・営
業や事務業務等を行っているような期間は、従事期間には含まれません。 

・ 常勤、非常勤、パート等の勤務形態は、問いません。 
 
[留意事項] 
ｉ． 従事期間の終了は、証明に係る業務を離れた日を入力する。 
ⅱ．現在も引き続き証明に係る業務に従事している場合は、従事期間の終

了日は、証明日とする。 
ⅲ．病気休暇・育児休暇・介護休暇等の休職期間は、従事期間に算入でき

ない。なお、休日や有休休暇・産前・産後休暇は、従事期間に算入で
きる。 
※ これらの休業期間は、「従事期間のうち休業等の期間」の項目に入

力する。 
ⅳ．“見込による証明”を選択して（または、“✔”を付けて）いる場合は、実務

経験を満たす最短の見込従事期間を入力する。 
※ 見込の場合の従事期間の終了日の最長は、試験日前日（令和７年

１０月１１日（土））までです。 
※ 「様式４ 実務経験証明書（見込による証明）」を提出した受験申込

者は、必ず、令和７年１０月３１日（金）＜必着＞までに、「様式４ 実
務経験証明書（確定した証明）」を改めて提出する。 

ⅴ．【別表Ａ】法定資格に基づく業務（Ｐ３５～３６）については、登録証等に
記載された登録日以降の「従事期間」および「従事日数」を記入する。 

 

３６ 従事期間（終了日） 

３７ 従事期間 

３８ 従事日数 

・受験申込者が要援護者に対する直接的な対人援助業務を行っていた日数
を入力する。 

 
[留意事項] 
ｉ． １日の勤務時間が短い場合であっても、１日として算入する。 
ⅱ．１日に勤務先が２ヵ所または２つの職種の業務に従事した場合でも、従

事日数は１日として算入する。 
ⅲ．休日や有給休暇・病気休暇・産前産後休暇・育児休暇・介護休暇等の

休職期間および出張や研修等で該当する業務に従事しなかった日
は、算入できない。 
※ これらの休業期間は、「従事期間のうち休業等の期間」の項目に入

力する。 
ⅱ．正確な従事日数を証明できない場合、以下を従事日数とする。 

 

  

１年間の勤務日数＝年間勤務日数－年間有給休暇取得可能日数 

・年間勤務日数：就業規則等で定められた通常勤務する日数 
・年間有給休暇取得可能日数：有給休暇取得の有無にかかわらず、
取得することができる最長の日数 

【例】平成２６年４月１日 就職＜一般病棟で看護補助業務に従事＞ 
     ↓ 
    平成２８年４月１５日 看護師免許交付＜看護業務に従事＞  
※この場合、平成２８年４月１５日以降の従事期間および従事日数を算入できる。 
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その他の留意事項 

・勤務していた施設・事業所等が既に廃止している場合や業務に従事した時期が古く証明がで

きない場合 

⇒ 原則として、その期間は業務従事期間として算定されません。 

・当該証明に代わるものとして、給与明細書、雇用契約書等があり、実務経験の有無を確認でき

る場合 

⇒ 試験実施団体にお問合せください。 

・現在、受験資格に係る業務に従事していなくても、過去に従事した経験があり、その従事期間

が受験資格となる実務経験を満たす場合は受験できます。過去に就業した施設・事業所等に

証明をお取りください。 

・複数の勤務先もしくは職種で業務に従事した経験を通算する場合 

⇒ 勤務先の施設・事業所もしくは職種等ごとに「様式４ 実務経験証明書」の証明を受け

てください。 

・施設・事業所等の長が受験する場合 

⇒ 法人の代表者より「様式４ 実務経験証明書」の証明を受けてください。 

・法人の代表者が受験する場合 

⇒ 受験申込者本人（法人の代表者）が「様式４ 実務経験証明書」を証明してください 

・法人格を持たない施設・事業所等で証明者が受験申込者本人の場合 

⇒ 身分を客観的に証明する書類を提出してください。 

 

[注意] 
 
・受験申込み時、「見込」による従事期間・従事日数を含めて「様式４ 実務経験証明書（見込

による証明）」を提出した場合、必ず、令和７年１０月３１日（金）＜必着＞までに、「様式４ 実

務経験証明書（確定した証明）」を改めて提出してください。期限までに提出されなかった場

合は、実務経験を満たさなかったものとして、受験そのものが無効となりますので、実務経験

が満たされ次第、速やかに提出してください。 

・受験申込みに当たって、虚偽または不正があった場合および受験中の不正行為が判明した

場合は、受験は無効となります。また、試験結果通知後これらが判明した場合は、試験結果

が合格であっても取り消します。 
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財団 花子 

財団 次郎 

０９６         ２１３          １６００ 

ハナコ 

社会福祉法人 保健福祉振興財団 

 

理事長 財団 太郎 

０ ０ ３ 

０  ２  ０ 

熊本県熊本市中央区保田窪１－１０－３８ 
８６２    ０９２６ 

２７   ４   １ 

人事課長 

訪問介護員 

ザイダン  ジロウ 

info     hokenfukushi.or.jp 

保健福祉振興財団ヘルパーステーション 

×××××××××× 

熊本県熊本市中央区保田窪１－１０－３８ 

７  ６ １０ １０   ２   ０ 

８６２    ０９２６ 

１,６８５ ２７  ４  １ 

ザイダン 

６ １５ 

財
団 

入力例 

記入 
要領 

１ 

２ 

 

 

 

３ 

４ 

５ 

６ 

 

７ 

 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

 

１８ 

 

 

１９ 

 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

 

２６ 

 

 

２７ 

 

２８ 

２９ 

３０ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

３６ 

３７ 

３８ 

４    ６   １ 

✔ 

１ 
要介護の利用者宅へ訪問して入浴・排泄・食事の介護 



 

 

 


